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(57)【要約】
　本発明は、ワイヤレス電力を供給するための方法およ
び装置について説明する。開示する方法および装置は、
少なくとも1つのループを有する第1のコイルであって、
少なくとも1つのループが、少なくとも1つのループの境
界の内側に内側領域を形成し、少なくとも1つのループ
の境界の外側に外側領域を形成し、第1のコイルが、ワ
イヤレス電力デバイスを充電するかまたはワイヤレス電
力デバイスに電力を供給するための第1の交番磁界を生
成するように構成され、第1の交番磁界が、第1の位相を
有する第1の磁界成分を内側領域内に有し、第1の交番磁
界がさらに、第2の位相を有する第2の磁界成分を外側領
域内に有し、第2の位相が第1の位相とは異なる第1のコ
イルからなる。いくつかの態様では、この方法および装
置は、一部を外側領域内に含む第2のコイルであって、
第2の磁界成分を小さくするように構成された第2のコイ
ルをさらに備える。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ワイヤレス電力を提供するための装置であって、
　少なくとも1つのループを有する第1のコイルであって、前記少なくとも1つのループが
、前記少なくとも1つのループの境界の内側に内側領域を形成し、前記少なくとも1つのル
ープの境界の外側に外側領域を形成し、前記第1のコイルが、ワイヤレス電力デバイスを
充電するかまたはワイヤレス電力デバイスに電力を供給するための第1の交番磁界を生成
するように構成され、前記第1の交番磁界が、第1の位相を有する第1の磁界成分を前記内
側領域内に有し、前記第1の交番磁界がさらに、第2の位相を有する第2の磁界成分を前記
外側領域内に有し、前記第2の位相が前記第1の位相とは異なる第1のコイルと、
　一部を前記外側領域内に含み、前記第2の磁界成分を小さくするように構成された第2の
コイルとを備える、装置。
【請求項２】
　前記第1のコイルは、第1のx-y平面を画定し、前記第2のコイルは、第2のx-y平面におい
て前記第1のx-y平面からずれる単ループのワイヤを備える、請求項1に記載の装置。
【請求項３】
　前記第2のコイルは、前記第2の磁界成分を小さくするために前記第2の磁界成分に対向
する第2の交番磁界を生成するように構成される、請求項1に記載の装置。
【請求項４】
　前記第2の交番磁界は、前記第2のコイル内を流れる電流に応答して生成され、前記電流
は、前記第2のコイル内で誘起された電圧に応答して流れ、前記電圧は、前記第1の交番磁
界に基づいて誘起される、請求項3に記載の装置。
【請求項５】
　前記第1のコイルを備え、共振周波数において共振するように構成された第1の共振回路
と、
　前記第2のコイルを備え、実質的に前記第1の共振回路の前記共振周波数において共振す
るように構成された第2の共振回路とをさらに備える、請求項1に記載の装置。
【請求項６】
　前記第1の共振回路の前記共振周波数は実質的に6.78MHzである、請求項5に記載の装置
。
【請求項７】
　前記第2のコイルは、前記第2の磁界成分を小さくするために信号を用いて前記第2のコ
イルを動作可能に駆動するように構成される駆動回路に電気的に結合される、請求項1に
記載の装置。
【請求項８】
　前記駆動回路は、前記信号を用いて前記第2のコイルを備える共振回路の共振周波数に
おいて前記第2のコイルを動作可能に駆動するようにさらに構成され、前記共振回路は、
前記共振周波数において共振するように構成される、請求項7に記載の装置。
【請求項９】
　前記ワイヤレス電力デバイスの受電コイルにおける電圧を示す情報を判定するように構
成されたコントローラをさらに備え、前記駆動回路は、前記判定された情報に基づいて前
記第2のコイルを動作可能に駆動するための前記信号を生成するように構成される、請求
項7に記載の装置。
【請求項１０】
　前記外側領域内に位置し、前記第2の磁界成分を小さくするように構成され、前記第2の
コイルを備える複数のコイルをさらに備える、請求項1に記載の装置。
【請求項１１】
　コントローラであって、
　前記ワイヤレス電力デバイスと前記複数のコイルの少なくとも一部の結合に基づいて前
記ワイヤレス電力デバイスの位置を判定し、
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　前記第2の磁界成分を小さくするように、前記判定された位置に部分的に基づいて、前
記複数のコイルのうちの1つまたは複数を選択的にアクティブ化するように構成されたコ
ントローラをさらに備える、請求項10に記載の装置。
【請求項１２】
　前記第2の磁界成分は逆位相フィールドを含む、請求項1に記載の装置。
【請求項１３】
　ワイヤレス電力を供給するための方法であって、
　ワイヤレス電力デバイスを充電するかまたは前記ワイヤレス電力デバイスに電力を供給
するための第1の交番磁界を第1のコイルによって生成するステップであって、前記第1の
コイルが、少なくとも1つのループを有し、前記少なくとも1つのループが、前記少なくと
も1つのループの境界の内側に内側領域を形成し、前記少なくとも1つのループの前記境界
の外側に外側領域を形成し、前記第1の交番磁界が、第1の位相を有する第1の磁界成分を
前記内側領域内に有し、前記第1の交番磁界がさらに、第2の位相を有する第2の磁界成分
を前記外側領域内に有し、前記第2の位相が前記第1の位相とは異なる、ステップと、
　第2のコイルによって前記第2の磁界成分を小さくするステップであって、前記第2のコ
イルが、一部を前記外側領域内に含む、ステップとを含む、方法。
【請求項１４】
　前記第1のコイルは、第1のx-y平面を画定し、前記第2のコイルは、第2のx-y平面におい
て前記第1のx-y平面からずれる単ループのワイヤを備える、請求項13に記載の方法。
【請求項１５】
　前記第2の磁界成分を小さくするステップは、
　前記第2のコイルによって、前記第2の磁界成分に対向する第2の交番磁界を生成するス
テップを含む、請求項13に記載の方法。
【請求項１６】
　前記第2の交番磁界は、前記第2のコイル内を流れる電流に応答して生成され、前記電流
は、前記第2のコイル内で誘起された電圧に応答して流れ、前記電圧は、前記第1の交番磁
界に基づいて誘起される、請求項15に記載の方法。
【請求項１７】
　前記第1のコイルを備える第1の共振回路を前記第1の共振回路によって共振周波数にお
いて共振させるステップと、
　前記第2のコイルを備える第2の共振回路を前記第2の共振回路によって、実質的に前記
第1の共振回路の前記共振周波数において共振させるステップとをさらに含む、請求項13
に記載の方法。
【請求項１８】
　前記第1の共振回路の前記共振周波数は実質的に6.78MHzである、請求項17に記載の方法
。
【請求項１９】
　前記第2の磁界成分を小さくするステップは、信号を用いて駆動回路によって前記第2の
コイルを動作可能に駆動するステップを含む、請求項13に記載の方法。
【請求項２０】
　前記信号を用いて前記駆動回路によって前記第2のコイルを共振周波数において動作可
能に駆動するステップをさらに含む、請求項19に記載の方法。
【請求項２１】
　前記ワイヤレス電力デバイスの受電コイルにおける電圧を示す情報を判定するステップ
と、
　前記判定された情報に基づいて、前記第2のコイルを前記駆動回路によって動作可能に
駆動するための信号を生成するステップとをさらに含む、請求項19に記載の方法。
【請求項２２】
　前記第2の磁界成分は逆位相フィールドを含む、請求項13に記載の方法。
【請求項２３】
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　ワイヤレス電力を供給するための装置であって、
　ワイヤレス電力デバイスを充電するかまたはワイヤレス電力デバイスに電力を供給する
ための第1の交番磁界を生成するための第1の手段であって、内側領域と外側領域とを有し
、前記第1の交番磁界が、第1の位相を有する第1の磁界成分を前記内側領域内に有し、第1
の交番磁界がさらに、第2の位相を有する第2の磁界成分を前記外側領域内に有し、前記第
2の位相が前記第1の位相とは異なる第1の手段と、
　前記第2の磁界成分を小さくするための手段とを備える、装置。
【請求項２４】
　前記第2の磁界成分を小さくするための前記手段は、
　前記第2の磁界成分に対向する第2の交番磁界を生成するための第2の手段を備える、請
求項23に記載の装置。
【請求項２５】
　前記第2の交番磁界は、前記小さくするための手段内を流れる電流に応答して生成され
、前記電流は、前記小さくするための手段内で誘起された電圧に応答して流れ、前記電圧
は、前記第1の交番磁界に基づいて誘起される、請求項24に記載の装置。
【請求項２６】
　共振周波数において共振するための第1の共振手段であって、前記第1の生成手段を備え
る第1の共振手段と、
　実質的に前記第1の共振手段の前記共振周波数において共振するための第2の手段であっ
て、前記小さくするための手段を備える第2の手段とをさらに備える、請求項23に記載の
装置。
【請求項２７】
　ワイヤレス電力を供給するための装置であって、
　少なくとも1つのループを有する送電コイルであって、前記少なくとも1つのループが、
前記少なくとも1つのループの境界の内側に内側領域を形成し、前記少なくとも1つのルー
プの境界の外側に外側領域を形成し、前記送電コイルが、ワイヤレス電力デバイスを充電
するかまたは前記ワイヤレス電力デバイスに電力を供給するための第1の交番磁界を生成
するように構成され、前記第1の交番磁界が、第1の位相を有する第1の磁界成分を前記内
側領域内に有し、前記第1の交番磁界がさらに、第2の位相を有する第2の磁界成分を前記
外側領域内に有し、前記第2の位相が前記第1の位相とは異なる、送電コイルと、
　前記送電コイルの周囲の少なくとも一部を囲む金属部分またはフェライト部分であって
、前記ワイヤレス電力デバイスを前記第2の磁界成分から遮蔽するように構成された金属
部分またはフェライト部分と備える、装置。
【請求項２８】
　前記ワイヤレス電力デバイスを前記第2の磁界成分から遮蔽することは、前記第2の磁界
成分を小さくすることを含む、請求項27に記載の装置。
【請求項２９】
　前記金属部分またはフェライト部分は、前記送電コイルの前記周囲を囲む連続するルー
プの1つまたは複数の部分を備え、前記1つまたは複数の部分は、スペースによって分離さ
れる、請求項27に記載の装置。
【請求項３０】
　前記金属部分または前記フェライト部分は、前記送電コイルの前記周囲を囲む連続する
ループを形成する、請求項27に記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　説明する技術は、一般に、ワイヤレス電力に関する。より詳細には、本開示は、送電コ
イルの周囲におけるフィールドの位相ずれ作用を軽減することを含むワイヤレス電力伝達
に関係するデバイス、システム、および方向を対象とする。
【背景技術】
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【０００２】
　充電式バッテリーによって電力を供給される電子デバイスの数および種類が増大してい
る。そのようなデバイスには、モバイルフォン、電気車両、ポータブル音楽プレーヤ、ラ
ップトップコンピュータ、タブレットコンピュータ、コンピュータ周辺デバイス、通信デ
バイス(たとえば、Bluetooth(登録商標)デバイス)、デジタルカメラ、補聴器などが含ま
れる。バッテリー技術は向上してきたが、バッテリー電源式電子デバイスは、より多くの
電力量をますます必要とし消費しているので、頻繁に再充電する必要がある。充電式デバ
イスは、多くの場合に、電源に物理的に接続されるケーブルまたは他の同様のコネクタを
必要とする有線接続によって充電される。ケーブルおよび同様のコネクタは、不便で扱い
にくいことがあり、他の欠点を有する場合もある。充電式電子デバイスを充電するのに使
用されることになる電力を自由空間において伝達することができるワイヤレス充電システ
ムは、有線式の充電ソリューションの欠点の一部を克服する可能性がある。したがって、
充電式電子デバイスを充電するための電力を効率的かつ安全に伝達するワイヤレス充電シ
ステムおよびワイヤレス充電方法が望ましい。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００３】
　本発明のシステム、方法、およびデバイスはそれぞれ、いくつかの態様を有し、どの態
様も単独で本発明の望ましい属性を担うわけではない。次に、以下の特許請求の範囲によ
って表現されるような本発明の範囲を限定することなく、いくつかの特徴について簡単に
説明する。この説明を考察した後、また特に「発明を実施するための形態」と題するセク
ションを読んだ後、本発明の様々な実施形態の特徴が、ワイヤレス電力システムにおける
電力およびインピーダンスの測定の改善を含む利点をどのようにもたらすのかが理解され
よう。
【０００４】
　本開示の一態様は、ワイヤレス電力を供給するための装置を含む。この装置は、ワイヤ
レス電力デバイスを充電するためのフィールドを生成するように構成された送電コイルを
備える。この装置は、送電コイルの周囲の少なくとも一部を囲み、送電コイルの周囲にお
けるフィールドの位相ずれ(out-of-phase)作用を軽減させるように構成された補償コイル
をさらに備える。いくつかの態様では、フィールドは磁界であり、位相ずれ作用は逆位相
フィールドである。
【０００５】
　開示する別の態様は、ワイヤレス電力を供給するための方法である。この方法は、ワイ
ヤレス電力デバイスを充電するためのフィールドを送電コイルによって生成するステップ
を含む。この方法は、送電コイルの周囲におけるフィールドの位相ずれ作用を補償コイル
によって低減させるステップであって、補償コイルが送電コイルの周囲の少なくとも一部
を囲む、ステップをさらに含む。いくつかの態様では、フィールドは磁界であり、位相ず
れ作用は逆位相フィールドである。いくつかの態様では、非一時コンピュータ可読媒体は
、実行されたときに、上述の方法を実行する命令を含んでもよい。
【０００６】
　開示する別の態様は、ワイヤレス電力を供給するためのデバイスである。このデバイス
は、ワイヤレス電力デバイスを充電するためのフィールドを生成するための手段を含む。
このデバイスは、生成するための手段の周囲におけるフィールドの位相ずれ作用を低減さ
せるための手段であって、生成するための手段の周囲の少なくとも一部を囲む手段をさら
に備える。いくつかの態様では、このフィールドは磁界であり、位相ずれ作用は逆位相フ
ィールドである。いくつかの態様では、生成するための手段は、送電コイルを備えてもよ
い。いくつかの態様では、低減させるための手段は、補償コイルを備えてもよい。
【０００７】
　本開示の別の態様は、電力をワイヤレスに伝達するための装置を含む。この装置は、少
なくとも1つのループを有する第1のコイルであって、少なくとも1つのループが、少なく
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とも1つのループの境界の内側に内側領域を形成し、少なくとも1つのループの境界の外側
に外側領域を形成し、第1のコイルが、ワイヤレス電力デバイスを充電するかまたはワイ
ヤレス電力デバイスに電力を供給するための第1の交番磁界を生成するように構成され、
第1の交番磁界が、第1の位相を有する第1の磁界成分を内側領域内に有し、第1の交番磁界
がさらに、第2の位相を有する第2の磁界成分を外側領域内に有し、第2の位相が第1の位相
とは異なる第1のコイルを備える。この装置は、一部を外側領域内に含む第2のコイルであ
って、第2の磁界成分を小さくするように構成された第2のコイルをさらに備える。
【０００８】
　開示する別の態様は、電力をワイヤレスに転送するための方法である。この方法は、ワ
イヤレス電力デバイスを充電するかまたはワイヤレス電力デバイスに電力を供給するため
の第1の交番磁界を第1のコイルによって生成するステップであって、第1のコイルが、少
なくとも1つのループを有し、少なくとも1つのループが、少なくとも1つのループの境界
の内側に内側領域を形成し、少なくとも1つのループの境界の外側に外側領域を形成し、
第1の交番磁界が、第1の位相を有する第1の磁界成分を内側領域内に有し、第1の交番磁界
がさらに、第2の位相を有する第2の磁界成分を外側領域内に有し、第2の位相が第1の位相
とは異なる、ステップを含む。この方法は、第2のコイルによって第2の磁界成分を小さく
するステップであって、第2のコイルが、一部を外側領域内に含む、ステップを含む。い
くつかの態様では、非一時コンピュータ可読媒体は、実行されたときに、上述の方法を実
行する命令を含んでもよい。
【０００９】
　本開示の別の態様は、電力をワイヤレスに伝達するための装置を含む。この装置は、ワ
イヤレス電力デバイスを充電するかまたはワイヤレス電力デバイスに電力を供給するため
の第1の交番磁界を生成するための第1の手段であって、内側領域と外側領域とを有し、第
1の交番磁界が、第1の位相を有する第1の磁界成分を内側領域内に有し、第1の交番磁界が
さらに、第2の位相を有する第2の磁界成分を外側領域内に有し、第2の位相が第1の位相と
は異なる第1の手段を備える。この装置は、第2の磁界成分を小さくするための手段をさら
に備える。
【００１０】
　本開示の別の態様は、ワイヤレス電力を供給するための装置を含む。この装置は、少な
くとも1つのループを有する送電コイルであって、少なくとも1つのループが、少なくとも
1つのループの境界の内側に内側領域を形成し、少なくとも1つのループの境界の外側に外
側領域を形成し、送電コイルが、ワイヤレス電力デバイスを充電するかまたはワイヤレス
電力デバイスに電力を供給するための第1の交番磁界を生成するように構成され、第1の交
番磁界が、第1の位相を有する第1の磁界成分を内側領域内に有し、第1の交番磁界がさら
に、第2の位相を有する第2の磁界成分を外側領域内に有し、第2の位相が第1の位相とは異
なる送電コイルを備える。この装置は、送電コイルの周囲の少なくとも一部を囲む金属部
分またはフェライト部分であって、ワイヤレス電力デバイスを第2の磁界成分から遮蔽す
るように構成された金属部分またはフェライト部分をさらに備える。
【００１１】
　開示する別の態様は、ワイヤレス電力を供給するための方法である。この方法は、ワイ
ヤレス電力デバイスを充電するかまたはワイヤレス電力デバイスに電力を供給するための
第1の交番磁界を送電コイルによって生成するステップであって、送電コイルが、少なく
とも1つのループを有し、少なくとも1つのループが、少なくとも1つのループの境界の内
側に内側領域を形成し、少なくとも1つのループの境界の外側に外側領域を形成し、第1の
交番磁界が、第1の位相を有する第1の磁界成分を内側領域内に有し、第1の交番磁界がさ
らに、第2の位相を有する第2の磁界成分を外側領域内に有し、第2の磁気位相が第1の磁気
位相とは異なる、ステップを含む。この方法は、金属部分またはフェライト部分によって
、ワイヤレス電力デバイスを第2の磁界成分から遮蔽するステップであって、金属部分ま
たはフェライト部分が、送電コイルの周囲の少なくとも一部を囲む、ステップをさらに含
む。いくつかの態様では、非一時コンピュータ可読媒体は、実行されたときに、上述の方
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法を実行する命令を含んでもよい。
【００１２】
　本開示の別の態様は、電力をワイヤレスに伝達するための装置を含む。この装置は、ワ
イヤレス電力デバイスを充電するかまたはワイヤレス電力デバイスに電力を供給するため
の第1の交番磁界を生成するための第1の手段であって、内側領域と外側領域とを有し、第
1の交番磁界が、第1の位相を有する第1の磁界成分を内側領域内に有し、第1の交番磁界が
さらに、第2の位相を有する第2の磁界成分を外側領域内に有し、第2の位相が第1の位相と
は異なる第1の手段を備える。この装置は、ワイヤレス電力レシーバデバイスを第2の磁界
成分から遮蔽するための手段をさらに備える。
【００１３】
　さらに別の態様は、ワイヤレス電力を供給するための装置を含む。この装置は、少なく
とも1つのループを有する第1のコイルを備え、少なくとも1つのループが、少なくとも1つ
のループの境界の内側に内側領域を形成し、少なくとも1つのループの境界の外側に外側
領域を形成し、第1のコイルが、ワイヤレス電力デバイスを充電するかまたはワイヤレス
電力デバイスに電力を供給するための第1の交番磁界を生成するように構成され、第1の交
番磁界が、第1の位相を有する第1の磁界成分を内側領域内に有し、第1の交番磁界がさら
に、第2の位相を有する第2の磁界成分を外側領域内に有し、第2の磁気位相が第1の磁気位
相とは異なる第1のコイルを備える。この装置は、送電コイルの外側に位置し、第2の磁界
成分を小さくするように構成された複数のコイルをさらに備える。
【００１４】
　開示する別の態様は、ワイヤレス電力を供給するための方法である。この方法は、ワイ
ヤレス電力デバイスを充電するかまたはワイヤレス電力デバイスに電力を供給するための
第1の交番磁界を送電コイルによって生成するステップであって、送電コイルが、少なく
とも1つのループを有し、少なくとも1つのループが、少なくとも1つのループの境界の内
側に内側領域を形成し、少なくとも1つのループの境界の外側に外側領域を形成し、第1の
交番磁界が、第1の位相を有する第1の磁界成分を内側領域内に有し、第1の交番磁界がさ
らに、第2の位相を有する第2の磁界成分を外側領域内に有し、第2の磁気位相が第1の磁気
位相とは異なる、ステップを含む。この方法は、送電コイルの外側に位置する複数のコイ
ルによって第2の磁界成分を小さくするステップをさらに含む。いくつかの態様では、非
一時コンピュータ可読媒体は、実行されたときに、上述の方法を実行する命令を含んでも
よい。
【００１５】
　開示する別の態様は、ワイヤレス電力を供給するための装置である。この装置は、ワイ
ヤレス電力デバイスを充電するかまたはワイヤレス電力デバイスに電力を供給するための
第1の交番磁界を生成するための第1の手段であって、内側領域と外側領域とを有し、第1
の交番磁界が、第1の位相を有する第1の磁界成分を内側領域内に有し、第1の交番磁界が
さらに、第2の位相を有する第2の磁界成分を外側領域内に有し、第2の位相が第1の位相と
は異なる第1の手段を備える第1の手段を備える。この装置は、第2の磁界成分を小さくす
るための複数の手段であって、外側領域内に位置する手段をさらに備える。
【００１６】
　本明細書で説明する主題の1つまたは複数の実施形態の詳細が、添付の図面および以下
の説明に記載される。他の特徴、態様、および利点は、説明、図面、および特許請求の範
囲から明らかになるであろう。以下の図面の相対的な寸法は、縮尺通りに描かれていない
場合がある点に留意されたい。
【００１７】
　次に、上述の態様、ならびに、本技術の他の特徴、態様、および利点について、添付の
図面を参照しながら様々な実施形態に関して説明する。ただし、図示の実施形態は、例に
すぎず、限定的であることは意図されていない。図面全体にわたって、文脈が別段に規定
しない限り、同様の記号は通常、同様の構成要素を識別する。以下の図面の相対的な寸法
は、縮尺通りに描かれていない場合がある点に留意されたい。
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【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】例示的な実施形態によるワイヤレス電力伝達システムの機能ブロック図である。
【図２】例示的な実施形態によるワイヤレス電力伝達システムの機能ブロック図である。
【図３】例示的な実施形態による、送電アンテナまたは受電アンテナを含む、図2の送電
回路または受電回路の一部分の概略図である。
【図４】例示的な実施形態による、図1のワイヤレス電力伝達システムにおいて使用する
ことができるトランスミッタの機能ブロック図である。
【図５】例示的な実施形態による、図1のワイヤレス電力伝達システムにおいて使用する
ことができるレシーバの機能ブロック図である。
【図６】図4のトランスミッタにおいて使用することができる送電回路の一部分の概略図
である。
【図７】例示的な実施形態によるワイヤレス送電コイル内およびワイヤレス送電コイルの
周りの様々な部分の磁界の理論的プロットである。
【図８】例示的な実施形態による、図7のワイヤレス送電コイルの上方に配置されたワイ
ヤレス電力レシーバを示す図である。
【図９】例示的な実施形態による、図7の送電コイルの外側に配置された例示的なコイル
の概略図である。
【図１０】例示的な実施形態による、図7の送電コイルとともに使用される例示的な遮蔽
部の概略図である。
【図１１ａ】例示的な実施形態による、送電コイルを備える例示的な検出システムまたは
軽減システムの概略図である。
【図１１ｂ】例示的な実施形態による、送電コイルを備える別の例示的な検出システムま
たは軽減システムの概略図である。
【図１１ｃ】例示的な実施形態による、受電ユニットとともに使用される別の例示的な検
出システムまたは軽減システムの概略図である。
【図１１ｄ】例示的な実施形態による、受電ユニットとともに使用される別の例示的な検
出システムまたは軽減システムの概略図である。
【図１１ｅ】例示的な実施形態による、送電コイルを備える例示的な検出システムまたは
軽減システムの概略図である。
【図１２】例示的な実施形態による、ワイヤレス電力を供給する例示的な方法のフローチ
ャートである。
【図１３】例示的な実施形態による、ワイヤレス電力を供給する例示的な方法のフローチ
ャートである。
【図１４】例示的な実施形態による、ワイヤレス電力を供給する例示的な方法のフローチ
ャートである。
【図１５】例示的な実施形態による、ワイヤレス電力を供給する例示的な方法のフローチ
ャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　ワイヤレス電力伝達は、物理的な電気導体を使用することなく、電界、磁界、電磁界な
どに関連する、もしくは任意の形態のエネルギーをトランスミッタからレシーバに伝達す
る(たとえば、電力は、自由空間を通して伝達されることがある)ことを指す場合がある。
電力伝達を実現するために、ワイヤレスフィールド(たとえば、磁界または電磁界)内に出
力された電力は、「受電アンテナ」によって受電され、取り込まれ、または結合される場
合がある。
【００２０】
　本明細書で使用する用語は、特定の実装形態について説明することのみを目的とするも
のであり、本開示を限定することは意図されない。特定の数の特許請求要素が意図されて
いる場合、そのような意図は特許請求の範囲に明示的に記載されることになり、そのよう
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な記載がなければ、そのような意図は存在しないことが、当業者によって理解されよう。
たとえば、本明細書で使用する単数形「a」、「an」、および「the」は、文脈がはっきり
と別段に指示しない限り、複数形も含むことが意図される。本明細書で使用する「および
/または」という用語は、関連する列挙された項目のうちの1つまたは複数のあらゆる組合
せを含む。さらに、「備える(comprises)」、「備えている(comprising)」、「含む(incl
udes)」、および「含んでいる(including)」という用語は、本明細書で使用されるとき、
述べられた特徴、整数、ステップ、動作、要素、および/または構成要素の存在を明示す
るが、1つまたは複数の他の特徴、整数、ステップ、動作、要素、構成要素、および/また
はそれらのグループの存在または追加を排除しないことが理解されよう。「のうちの少な
くとも1つ」などの表現は、要素の列挙の後に続くとき、要素の列挙全体を修飾するもの
であり、列挙の個々の要素を修飾するのではない。
【００２１】
　図1は、1つの例示的な実装形態によるワイヤレス電力伝達システム100の機能ブロック
図である。エネルギー伝達を実行するためのワイヤレスフィールド(たとえば、磁界また
は電磁界)105を生成するために、入力電力102が、電源(この図に示さず)から送電器104に
供給される。レシーバ108は、ワイヤレスフィールド105に結合し、出力電力110に結合さ
れたデバイス(この図に示さず)によって蓄積または消費される出力電力110を生成する。
トランスミッタ104とレシーバ108の両方は、距離112だけ引き離されている。
【００２２】
　レシーバ108は、トランスミッタ104によって生成されたワイヤレスフィールド105内に
位置するときに電力をワイヤレスに受電してもよい。トランスミッタ104は、ワイヤレス
フィールド105によってエネルギーをレシーバ108に送電するための送電アンテナまたは送
電コイル114を含む。レシーバ108は、ワイヤレスフィールド105によってトランスミッタ1
04から送電されたエネルギーを受電するかまたは取り込むための受電アンテナまたは受電
コイル118を含む。ワイヤレスフィールド105は、トランスミッタ104によって出力された
エネルギーが受電器108によって取り込まれる場合がある領域に相当する。いくつかの実
装形態では、ワイヤレスフィールド105は、トランスミッタ104の「近接フィールド」に相
当してもよい。近接フィールドは、最小限の電力を送電コイル114から離れる方向に放射
する送電コイル114の中の電流および電荷から生じる強い反応フィールドが存在する領域
に相当してもよい。近接フィールドは、送電コイル114の約1波長(または、波長の数分の
一)内に存在する領域に相当してもよい。
【００２３】
　例示的な一実装形態では、ワイヤレスフィールド105は磁界であってもよく、トランス
ミッタ104およびレシーバ108は電力を誘導的に伝達するように構成される。トランスミッ
タ104およびレシーバ108は、さらに相互共振関係に従って構成されてもよい。レシーバ10
8の共振周波数とトランスミッタ104の共振周波数が実質的に同じであるか、または極めて
近いとき、トランスミッタ104とレシーバ108との間の送電損失が低減される。共振誘導結
合技法により、効率の改善、および様々な距離にわたる、様々な誘導コイル構成を用いた
電力伝達が可能になる場合がある。トランスミッタ104は、相互共振関係に従って構成さ
れるとき、一実装形態では、送電コイル114の共振周波数に対応する周波数を有する時変
磁界を出力する。レシーバ108がワイヤレスフィールド105内にあるとき、時変磁界は、受
電コイル118の中に電流を誘導する場合がある。受電コイル118が送電コイル114の周波数
において共振するように構成されているとき、エネルギーがより効率的に伝達される場合
がある。受電コイル118の中で誘導される交流(AC)は、負荷(図示せず)を充電するかまた
は負荷に電力を供給するために供給される場合がある直流(DC)を生成するように上述のよ
うに整流されてもよい。
【００２４】
　図2は、例示的な一実装形態による、ワイヤレス電力伝達システム200の機能ブロック図
である。システム200は、トランスミッタ204とレシーバ208とを含む。トランスミッタ204
は、発振器222と、ドライバ回路224と、フィルタ/整合回路226とを含む送電回路206を含



(10) JP 2018-521612 A 2018.8.2

10

20

30

40

50

む。発振器222は、周波数制御信号223に応答して調節される所望の周波数において信号を
発生させるように構成されてもよい。発振器222は、発振器信号をドライバ回路224に供給
する。ドライバ回路224は、入力電圧信号(VD)225に基づいて、たとえば、送電アンテナ21
4の共振周波数において送電アンテナ214を駆動するように構成される。ドライバ回路224
は、発振器222から方形波を受けるとともに正弦波または方形波を出力するように構成さ
れたスイッチング増幅器であってもよい。
【００２５】
　フィルタおよび整合回路226は、高調波または他の不要な周波数をフィルタ除去し、ト
ランスミッタ204のインピーダンスを送電アンテナ214のインピーダンスに整合させる。送
電アンテナ214を駆動する結果として、送電アンテナ214は、ワイヤレスフィールド205を
生成して、たとえば、バッテリー236を充電するのに十分なレベルで電力をワイヤレス出
力してもよい。
【００２６】
　レシーバ208は、整合回路232と整流器回路234とを含む受電回路210を含む。整合回路23
2は、受電回路210のインピーダンスを受電アンテナ218に整合させてもよい。整流器回路2
34は、交流(AC)電力入力から直流(DC)電力出力を発生させてバッテリー236を充電しても
よい。レシーバ208およびトランスミッタ204は、さらに、別個の通信チャネル219(たとえ
ば、Bluetooth(登録商標)、Zigbee、セルラーなど)上で通信してもよい。レシーバ208お
よびトランスミッタ204は、代替的には、ワイヤレスフィールド205の特性を使用して帯域
内シグナリングによって通信してもよい。
【００２７】
　図3は、例示的な実装形態による、図2の送電回路206または受電回路210の一部分の概略
図である。図3に示すように、送電回路または受電回路350は、アンテナ352を含む。アン
テナ352はまた、「ループ」アンテナ352と呼ばれることがあり、または「ループ」アンテ
ナ352として構成されることがある。アンテナ352はまた、「磁気」アンテナもしくは誘導
コイルと本明細書で呼ばれることがあり、または「磁気」アンテナもしくは誘導コイルと
して構成されることがある。「アンテナ」という用語は、一般に、別の「アンテナ」に結
合するためのエネルギーをワイヤレスに出力するかまたは受電する構成要素を指す。アン
テナ352は、電力をワイヤレスに出力するかまたは受電するように構成されるタイプのコ
イルまたはインダクタと呼ばれることもある。本明細書で使用するアンテナ352は、電力
をワイヤレスに出力しならびに/あるいは受電するように構成されているタイプの「電力
伝達構成要素」の一例である。アンテナ352は、空芯、またはフェライトコアなどの物理
的コアを含んでもよい(この図に示さず)。
【００２８】
　アンテナ352は、共振周波数において共振するように構成された共振回路の一部分を形
成してもよい。ループアンテナまたは磁気アンテナ352の共振周波数は、インダクタンス
およびキャパシタンスに基づく。インダクタンスは、単にアンテナ352によって生成され
るインダクタンスであってもよいが、所望の共振周波数における共振構造を生成するため
にキャパシタが追加されてもよい。非制限的な例として、キャパシタ354およびキャパシ
タ356が送電回路または受電回路350に追加されて、所望の動作周波数において共振する共
振回路を形成する。したがって、より大きい直径のアンテナの場合、共振を持続させるの
に必要なキャパシタンスのサイズは、ループの直径またはインダクタンスが増大するにつ
れて小さくなる場合がある。他の構成要素を使用して形成される他の共振回路も考えられ
る。
【００２９】
　別の非制限的な例として、キャパシタ(図示せず)は、回路350の2つの端子間に並列に配
置されてもよい。送電アンテナの場合、アンテナ352の共振周波数に実質的に相当する周
波数を有する信号358は、アンテナ352への入力であってもよい。
【００３０】
　図4は、本発明の例示的な実装形態による、誘導性電力伝達システムにおいて使用され
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る場合がある送電器400の簡略機能ブロック図である。トランスミッタ400は、送電回路40
2と、送電回路402に動作可能に結合された送電アンテナ404とを含む。いくつかの実装形
態では、送電アンテナ404は、図2を参照して上記で説明した送電アンテナ214として構成
される。いくつかの実装形態では、送電アンテナ404は、コイル(たとえば、誘導コイル)
であり、またはコイル(たとえば、誘導コイル)と呼ばれることがある。いくつかの実装形
態では、送電アンテナ404は、パッド、テーブル、マット、ランプ、または他の静止した
構成などのより大きい構造に関連する。いくつかの実装形態では、送電アンテナ404は、
充電領域内に電磁界または磁界を生成するように構成される。例示的な一実装形態では、
送電アンテナ404は、受電器デバイスを充電するか、または受電器デバイスに電力供給す
るのに十分な電力レベルで、充電領域内の受電器デバイスに電力を送電するように構成さ
れる。
【００３１】
　送電回路402は、いくつかの電源(図示せず)を通じて電力を受電してもよい。送電回路4
02は、送電アンテナ404を駆動するように構成された様々な構成要素を含んでもよい。い
くつかの例示的な実装形態では、送電回路402は、本明細書で説明するレシーバデバイス
の存在および構成に基づいて、ワイヤレス電力の送電を調節するように構成されてもよい
。したがって、送電回路402は、ワイヤレス電力を効率的かつ安全に供給してもよい。
【００３２】
　送電回路402は、コントローラ415を含む。いくつかの実装形態では、コントローラ415
はマイクロコントローラまたはプロセッサであってもよい。他の実装形態では、コントロ
ーラ415は特定用途向け集積回路(ASIC)として実装されてもよい。コントローラ415は、直
接的または間接的に、送電回路402の各構成要素に動作可能に接続されてもよい。コント
ローラ415は、送電回路402の構成要素の各々から情報を受信し、受信した情報に基づいて
計算を実行するようにさらに構成されてもよい。コントローラ415は、その構成要素の動
作を調整する場合がある、構成要素の各々のための制御信号を生成するように構成されて
もよい。したがって、コントローラ415は、コントローラ415によって実行された計算の結
果に基づいて、電力伝達を調節するように構成されてもよい。
【００３３】
　送電回路402は、コントローラ415に動作可能に接続されたメモリ420をさらに含む。メ
モリ420は、ランダムアクセスメモリ(RAM)、電気消去可能プログラマブル読取り専用メモ
リ(EEPROM)、フラッシュメモリ、または不揮発性RAMを備えてもよい。メモリ420は、コン
トローラ415によって実行される読取り動作および書込み動作で使用するためのデータを
、一時的または永続的に記憶するように構成されてもよい。たとえば、メモリ420は、コ
ントローラ415の計算の結果として生成されたデータを記憶するように構成されてもよい
。したがって、メモリ420は、コントローラ415が経時的なデータの変化に基づいて送電回
路402を調整することを可能にする。
【００３４】
　送電回路402は、コントローラ415に動作可能に接続された発振器412をさらに含む。い
くつかの実装形態では、発振器412は、図2を参照して上記で説明した発振器222として構
成される。発振器412は、ワイヤレス電力伝達の動作周波数において発振信号を生成する
ように構成されてもよい。いくつかの実装形態では、送電回路402は、6.78MHzのISM周波
数帯域において動作するように構成される。コントローラ415は、送電段階(または、デュ
ーティサイクル)中に発振器412を選択的に使用可能にするように構成されてもよい。コン
トローラ415は、発振器412の周波数または位相を調節するようにさらに構成されてもよく
、それによって、特にある周波数から別の周波数に遷移するときに帯域外放射が低減する
場合がある。上記で説明したように、送電回路402は、ある量の充電電力を信号によって
送電アンテナ404に供給するように構成されてもよく、それによって、送電アンテナ404の
周りにエネルギー(たとえば、磁束)が生成される場合がある。
【００３５】
　送電回路402は、コントローラ415および発振器412に動作可能に接続されたドライバ回
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路414をさらに含む。ドライバ回路414は、図2を参照しながら上記で説明したようなドラ
イバ回路224として構成されてもよい。ドライバ回路414は、上記で説明したように、発振
器412から受信された信号を駆動するように構成されてもよい。
【００３６】
　送電回路402は、送電アンテナ404に動作可能に接続された低域フィルタ(LPF)416をさら
に含む。低域フィルタ416は、図2を参照して上記で説明したような整合回路418のフィル
タ部分として構成されてもよい。いくつかの例示的な実装形態では、低域フィルタ416は
、ドライバ回路414によって生成された、電流としてのアナログ信号および電圧としての
アナログ信号を受信するとともにフィルタ処理するように構成されてもよい。いくつかの
実装形態では、低域フィルタ416はアナログ信号の位相を変更してもよい。低域フィルタ4
16は、電流と電圧の両方について同量の位相変化を生じさせ、それらの変化を打ち消す場
合がある。いくつかの実装形態では、コントローラ415は、低域フィルタ416によって生じ
させられた位相変化を補償するように構成されてもよい。低域フィルタ416は、自己ジャ
ミングを防止する場合があるレベルまで高調波放射を低減させるように構成されてもよい
。例示的な他の実装形態は、他の周波数を通過させながら特定の周波数を減衰させるノッ
チフィルタなどの異なるフィルタトポロジーを含んでもよい。
【００３７】
　送電回路402は、低域フィルタ416および送電アンテナ404に動作可能に接続された固定
インピーダンス整合回路418をさらに含んでもよい。整合回路418は、図2を参照しながら
上記で説明したようなフィルタおよび整合回路226の整合部分として構成されてもよい。
整合回路418は、送電回路402のインピーダンスを送電アンテナ404に整合させるように構
成されてもよい。例示的な他の実装形態は、送電アンテナ404への測定された出力電力や
ドライバ回路414のDC電流などの測定可能な送電メトリックに基づいて変更される場合が
ある適応インピーダンス整合を含んでもよい。
【００３８】
　トランスミッタ400がトランスミッタ400またはトランスミッタ400の充電フィールド内
に存在するその他の物体に関連付けることができるレシーバデバイスの所在および状態に
関する情報を収集および追跡することが必要になる場合がある。したがって、送電回路40
2は、(本明細書ではプロセッサとも呼ばれる)コントローラ415に接続された存在検出器48
0、密閉型検出器460、またはこれらの組合せを含んでもよい。コントローラ415は、存在
検出器480および密閉型検出器460からの存在信号に応答して、ドライバ回路414によって
供給される電力量を調整してもよい。
【００３９】
　非限定的な例として、存在検出器480は、トランスミッタ400のカバレージエリアに挿入
された充電されるべきデバイスの最初の存在を感知するために利用される運動検出器であ
ってもよい。検出後、トランスミッタ400はオンにされてもよく、所定の方法でレシーバ
デバイス上のスイッチをトグルするために、デバイスによって受電された無線周波数(RF)
電力が使用されてもよく、それにより、トランスミッタ400の駆動点インピーダンスへの
変化が生じる。
【００４０】
　別の非制限的な例として、存在検出器480は、たとえば、トランスミッタ400に関連する
コイルの上方に(図11a～図11eを参照して以下において説明する)金属プレートが存在する
ことを検出することによって、大型の受電ユニットを検出することができる検出器であっ
てもよい。いくつかの例示的な実施形態では、受電ユニットにおいて見える誘導電圧の範
囲を限定することが望ましい場合がある。場合によっては、受電ユニットから見える広範
囲の誘導電圧またはトランスミッタ400とレシーバの過結合が、送電アンテナ404の近くに
存在するかあるいは送電アンテナ404の縁部のすぐ外側に存在する位相ずれフィールドに
よって生じる場合がある。したがって、いくつかの態様では、存在検出器480は、単独で
あるいは他の構成要素と連携して、大型の金属製物体が存在すると判定してもよい。検出
時に、存在検出器480は、コントローラ415が、送電アンテナ404の出力、または送電アン



(13) JP 2018-521612 A 2018.8.2

10

20

30

40

50

テナ404(図示せず)の内部に配置された追加の送電アンテナの出力、または上述の関連す
るコイルおよび後述の関連するコイルの出力を調整することができるようにコントローラ
415に信号または指示を与えてもよい。
【００４１】
　非限定的な例として、密閉型検出器460(本明細書で密閉型区画検出器または密閉型空間
検出器と呼ばれることもある)は、いつ筐体が閉状態または開状態にあるのかを判定する
ための感知スイッチなどのデバイスであってもよい。密閉された状態にある筐体の中にト
ランスミッタがあるとき、トランスミッタの電力レベルを高めることができる。
【００４２】
　送電回路402は、ディスクリートデバイス、ディスクリート回路、および/または構成要
素の一体型アセンブリをさらに備えてもよい。
【００４３】
　図5は、本発明の一実装形態によるレシーバ500のブロック図である。レシーバ500は、
受電回路502と、受電アンテナ504と、負荷550とを含む。レシーバ回路502は、受電された
充電電力を負荷550に供給するための負荷550に電気的に結合される。レシーバ500は負荷5
50の外部にあるものとして示されるが、負荷550と一体化されてもよいことに留意された
い。受電アンテナ504は、受電回路502に動作可能に接続される。受電アンテナ504は、図2
/図3を参照して上記で説明したような受電アンテナ218として構成されてもよい。いくつ
かの実装形態では、受電アンテナ504は、上記で説明したように、送電アンテナ404の共振
周波数と類似の周波数において共振するか、または指定された周波数の範囲内で共振する
ように同調されてもよい。受電アンテナ504は、送電アンテナ404と類似の寸法を有しても
よく、または負荷550の寸法に基づいて異なるサイズを有してもよい。受電アンテナ504は
、上記で説明したように、送電アンテナ404(図4)によって生成された磁界に結合し、ある
量の受けたエネルギーを受電回路502に供給して負荷550に電力を供給するか、または負荷
550を充電するように構成されてもよい。
【００４４】
　受電回路502は、受電アンテナ504および負荷550に動作可能に結合される。受電回路は
、図2を参照して上記で説明したような受電回路210として構成されてもよい。受電回路50
2によって受電アンテナに与えられるインピーダンスは、受電アンテナ504のインピーダン
スを(たとえば、整合回路512によって)整合させるように構成されてもよく、それによっ
て効率が高まる場合がある。受電回路502は、受電アンテナ504から受けたエネルギーに基
づいて電力を生成するように構成されてもよい。受電回路502は、生成した電力を負荷550
に供給するように構成されてもよい。いくつかの実装形態では、レシーバ500は、トラン
スミッタ400から受けた電力の量を示す信号を、トランスミッタ400に送信するように構成
されてもよい。
【００４５】
　受電回路502は、レシーバ500の処理を調整するように構成されたプロセッサシグナリン
グコントローラ516を含む。
【００４６】
　受電回路502は、受けたエネルギー源を、負荷550によって使用される充電電力に変換す
るための電力変換回路506を含む。電力変換回路506は、DC-DC変換器510に結合されたAC-D
C変換器508を含む。AC-DC変換器508は、受電アンテナ504からのACをDCに整流し、DC-DC変
換器510は、整流されたエネルギー信号を負荷550に適合するエネルギーポテンシャル(た
とえば、電圧)に変換する。部分整流器および完全整流器、レギュレータ、ブリッジ、ダ
ブラ、ならびにリニア変換器およびスイッチング変換器を含む、様々なAC-DC変換器が企
図される。
【００４７】
　受電回路502は、受電アンテナ504を電力変換回路506に接続するように構成されたスイ
ッチング回路512、または代替的に受電アンテナ504から電力変換回路506を切断するため
のスイッチング回路512をさらに含んでもよい。電力変換回路506から受電アンテナ504を
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切断することにより、充電可能デバイス550の充電を中断するだけでなく、図4のトランス
ミッタ400から「見える」ような「負荷」も変更する。
【００４８】
　上記で説明したワイヤレス電力回路、詳細には、受電回路502は、様々なポータブル電
子デバイスの中に組み込まれることを意図される。いくつかのポータブルデバイスは、金
属を含む様々な材料で作られたハウジングまたは他の部分を有することがある。
【００４９】
　図6は、図4の送電回路400において使用することができる送電回路600の一部分の概略図
である。送電回路600は、図4のドライバ回路414に関して上記で説明したように、ドライ
バ回路624を含むことができる。上記で説明したように、ドライバ回路624は、方形波を受
信するとともに送電回路650に供給されるべき正弦波を出力するように構成することがで
きるスイッチング増幅器であってもよい。場合によっては、ドライバ回路624は、増幅器
回路と呼ばれることがある。ドライバ回路624はE級増幅器として示されるが、任意の適切
なドライバ回路624が本発明の実施形態に従って使用されてもよい。ドライバ回路624は、
図4に示すような発振器412からの入力信号602によって駆動することができる。ドライバ
回路624には、送電回路650を通じて供給することができる最大電力を制御するように構成
された駆動電圧VDを供給することもできる。高調波を除去または低減するために、送電回
路600は、フィルタ回路626を含むことができる。いくつかの実施形態では、フィルタ回路
626は、3極(キャパシタ634、インダクタ632、およびキャパシタ636)の低域フィルタ回路6
26であってもよい。
【００５０】
　フィルタ回路626によって出力された信号は、コイル614を備える送電回路650に供給す
ることができる。送電回路650は、ドライバ回路624によって供給されるフィルタ処理済み
信号の周波数で共振することができるキャパシタンス620およびインダクタンスを有する
直列共振回路を含むことができる。様々な実施形態では、コイルまたは追加のキャパシタ
構成要素が、インダクタンスまたはキャパシタンスを生成することができる。送電回路65
0の負荷は、可変抵抗器622によって表すことができる。負荷は、送電回路650から電力を
受電するように位置決めされたワイヤレス電力受電器500の関数であってもよい。
【００５１】
　たとえば、図4に関して上記で説明したように、トランスミッタ400は、近くの物体の存
在、距離、向き、および/またはロケーションを検出することができる存在検出器480を含
むことができる。様々な他の実施形態では、存在検出器480は、たとえば、レシーバ500上
、または他の場所などの別のロケーションに位置することができる。コントローラ415は
、第1の位置において大きな金属シートが検出されたときに送電電力または送電フィール
ドパターンを変更することができる。様々な実施形態では、ワイヤレス電力伝送システム
100は、本明細書において説明する実施形態に従ってワイヤレス電力伝送の特性を調整す
ることができる。たとえば、ワイヤレス電力伝送システム100は、磁界の位相ずれ部分の
作用を軽減するように送電電力を調整することができる。いくつかの態様では、この軽減
は、位相ずれ部分の特性を変更することによって行われても、位相ずれ部分の少なくとも
一部から受電ユニットを遮蔽することによって行われても、送電共振器の特定の領域の電
力を増大させることによって行われても、あるいはそれらの組合せによって行われてもよ
い。
【００５２】
　図7は、例示的な実施形態による、送電コイル710として示されたワイヤレス送電コイル
の内部および周囲の様々な部分における磁界700の理論的プロットである。上述の実施形
態のうちのいくつかによれば、送電コイル710は、磁界700などの、ワイヤレス電力デバイ
スを充電するためのフィールドを生成するように構成されてもよい。図示のように、生成
された磁界700(本明細書では「Hフィールド」と呼ぶこともある)は直線部分750を含んで
もよく、磁界700の強度または大きさは実質的に一様であり正である。しかし、送電コイ
ル710の境界または周囲により近い位置では、磁界700の大きさが変動し、下向きに傾斜し
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始める。磁界700は、送電コイル710の縁部の実質的に上方では、ゼロ交差点740aおよび74
0bによって示されるように、「ゼロ交差」と呼ばれることがある。この点において、ある
いは送電コイル710の周囲のすぐ外側では、磁界700はその位相を反転させる。磁界700は
、その位相を反転させた後、直線部分750によって示された磁界700の位相に対して180度
「ずれた」Hフィールド成分を含んでもよい。この位相ずれ成分は、逆回復領域または逆
位相フィールドと呼ばれることがあり、斜線部752aおよび752bによって示されている。言
い換えれば、線形領域750内の磁界成分の位相は、領域752aおよび752b内の磁界成分の位
相とは異なる。
【００５３】
　この位相ずれ成分は、大型の受電ユニット(PRU)、すなわち、金属裏当てを有する大型R
PUに対する望ましくない影響を有する場合がある。いくつかの態様では、これらの「大型
」デバイスは、タブレットサイズの形状因子を有し、たとえば、30～60ワット範囲におけ
るワイヤレス電力伝達が可能なように構成されたPRUを備えてもよい。場合によっては、
小型のデバイス(たとえば、全体を領域750内に配置できるほど小さいデバイス)がこの位
相ずれ成分にさらなれないことがあり、あるいは場合によってはこの位相ずれ成分の影響
を受けないことがある。位相ずれ成分の影響については、さらに図8を参照して説明する
。
【００５４】
　図8は、例示的な実施形態による、図7のワイヤレス送電コイルの上方に配置されたワイ
ヤレス電力レシーバ720を示す。図示のように、ワイヤレス電力レシーバ720は、金属裏当
て735と、受電アンテナ725を備えるレシーバ回路730とを備える。レシーバ回路730は、レ
シーバ回路502と同様であってもよく、受電アンテナ725は、図5に関して上記において説
明した受電アンテナ504と同様であってもよい。図示のように、ワイヤレス電力レシーバ7
20は、ワイヤレス電力レシーバ720の一部が一様なHフィールド内に(すなわち、直線部分7
50の上方に)あり、ワイヤレス電力レシーバ720の一部がHフィールドの位相ずれ部分(すな
わち、部分752a)内にある位置に配置される。
【００５５】
　ワイヤレス電力レシーバ720がこの位置に配置されると、位相ずれ部分は金属裏当て735
内に逆渦電流を誘起し、それによって、ワイヤレス電力レシーバ720における誘導電圧を
著しく上昇させることができる。この場合、位相ずれ領域にさらされた金属中に生じる渦
電流は受電アンテナ725において対向フィールド成分を生成し、それによって、PRUにおい
て見える誘導電圧が上昇する。誘導電圧のこの上昇を送電コイル710と受電アンテナ725の
「過結合」と呼ぶ場合がある。このことは、この過結合に起因してPRUの構成要素を損傷
するほど高い電圧応力がPRU上に生じすることがあるので望ましくない場合がある。した
がって、この場合、回路設計が困難になるかまたはコストがかかることがある。この作用
は、金属裏当て735が磁界700の位相ずれ部分にさらされない位置にワイヤレス電力レシー
バ720が配置されたときに結合が著しく低下することがあるので、望ましくない場合もあ
る。この顕著な低下は、最低誘導電圧と最高誘導電圧との間の範囲が広いことを意味する
場合がある。この広い範囲は、回路設計を困難にするかまたはコストを高くする場合があ
り、あるいはいくつかの動作制約に従わない場合がある。
【００５６】
　場合によっては、同相領域にさらされた金属中に生じた渦電流は、受電アンテナ725に
おいて対向フィールド成分を生成し、それによって、PRUにおいて見える誘導電圧が低下
する。このことは、レシーバにおける電圧の低下、したがって、「結合不足」作用と呼ぶ
場合がある電力結合の低下を生じさせることがあるので望ましくない場合がある。これら
の作用も、回路設計を困難にするかまたはコストを高くする場合があり、レシーバをトラ
ンスミッタの中央に配置することによって悪化する場合がある。その理由は、このように
配置すると、金属裏当ての最大面積が同相フィールドにさらされるからである。この場合
、同相フィールドによって生じる渦電流が最大になり、レシーバにおいて電圧のずっと顕
著な低下が生じることがある。
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【００５７】
　この作用を軽減するために、渦電流が低減するかまたはなくなるように金属裏当て735
に不連続部を付加することができる。しかし、このことは、PRU製造業者にとって望まし
くないかまたはコストがかかる場合があり、あるいは消費者にとって望ましくない場合が
ある。別の解決策として、位相ずれ部分にさらされる金属が少なくなるようにPRUデバイ
スにフェライトを付加することができる。しかし、この解決策もPRU製造業者にとって望
ましくないかまたはコストがかかる場合がある。
【００５８】
　本明細書において説明するいくつかの実施形態の態様によれば、位相ずれ部分の強度ま
たは作用を軽減させるかまたはなくすために送電コイル710に別個の構造を付加するかま
たは送電コイル710の十分近くに別個の構造が配置されてもよい。これらの別個の構造に
ついては図9～図11に関して以下において説明する。
【００５９】
　図9は、例示的な実施形態による、図7の送電コイル710を備える例示的なワイヤレス送
電システム900の概略図である。図示のように、ワイヤレス送電システムは、「補償」コ
イル910によって少なくとも部分的に囲まれた送電コイル710を備える。補償コイル910は
、送電コイル710の周囲の少なくとも一部を囲んでもよく、送電コイル710の周囲における
フィールドの位相ずれ作用を軽減させるように構成されてもよい。様々な実施形態では、
補償コイル910は、送電コイル710を全体的または部分的に囲む単ループコイルワイヤまた
は多巻きコイルであってもよい。
【００６０】
　いくつかの態様では、送電コイル710は、ループの境界の内側の内側領域と、ループの
境界の外側の外側領域とを有する少なくとも1つのループを有してもよい。様々な態様で
は、送電コイル710は、図8のワイヤレス電力レシーバ720などのレシーバデバイスを充電
するかまたはレシーバデバイスに電力を供給するための交番磁界を生成するように構成さ
れてもよい。交番磁界は、第1の位相を有する第1の磁界成分を内側領域内に含み、第1の
位相とは異なる第2の位相を有する第2の磁界成分を外側領域内に含む。一態様では、ワイ
ヤレス送電システム900は、外側領域内にある部分を有する少なくとも1つの補償コイル91
0を備える。少なくとも1つの補償コイル910は、送電コイル710によって生成された第2の
磁界成分を小さくするように構成されてもよい。
【００６１】
　図示のように、補償コイル910は、補償コイル910を同調キャパシタ920に電気的に接続
するコネクタ925と930を含む。いくつかの態様では、同調キャパシタ920は、補償コイル9
10と同調キャパシタ920とを備え、共振周波数において共振するように構成された共振回
路を形成するのに使用されてもよい。共振周波数は、実質的に送電コイル710の動作周波
数(たとえば、一実施形態では6.78MHz)であってもよく、あるいは動作周波数に実質的に
近い他の何らかの周波数であってもよい。
【００６２】
　いくつかの態様では、同調キャパシタ920は存在しなくてもよく、コネクタ925および93
0は、補償コイル910を駆動回路(図示せず)に接続するかまたは電気的に接続してもよい。
この態様によれば、駆動回路は、一次コイル駆動信号から導出される信号を用いて補償コ
イル910を動作可能に駆動するように構成されてもよい。この信号は、一次コイル内の電
流と実質的に同様の電流を含んでもよく、あるいはこの信号を減衰させてもよい。いくつ
かの実装形態では、この信号は共振周波数に相当してもよい。共振周波数は、実質的に6.
78MHzであってもよく、あるいは6.78MHzに近い何らかの他の周波数であってもよい。いく
つかの態様では、共振周波数の変動においてある程度の公差が許容される場合がある。
【００６３】
　一実施形態では、補償コイル910は、図4のコントローラ415などのコントローラに電気
的に結合されてもよい。この実施形態によれば、コントローラは、図8のワイヤレス電力
レシーバ720の受電アンテナ725などの、ワイヤレス電力デバイスの受電コイルにおける電
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圧を示す情報を判定するように構成されてもよい。いくつかの態様では、補償コイル910
は、上述の駆動回路に電気的に結合されてもよく、この駆動回路は、コントローラまたは
図4の存在検出器480などの他の何らかの検出器によって判定された情報に基づいて補償コ
イル910を駆動するための周波数信号を生成するように構成されてもよい。いくつかの態
様では、コントローラ415は、電力レシーバ720のタイプ、送電コイル710に対する電力レ
シーバ720の位置、送電コイル710または補償コイル910の整流電圧、ワイヤレス電力レシ
ーバ720の送電コイル710または受電アンテナ725に存在するインピーダンス、あるいは他
の何らかの検知または判定された情報などの、他の変数に基づいて駆動信号を生成するよ
うに構成されてもよい。
【００６４】
　補償コイル910は、送電コイル710の近くに位置してもよく、あるいは送電コイル710か
ら遠く離れていてもよい。いくつかの態様では、補償コイル910は、z平面において送電コ
イル710からずれている。たとえば、送電コイル710は、第1のx-y平面を画定してもよく、
補償コイル910は、第2のx-y平面において第1のx-y平面からずれていてもよい。
【００６５】
　一実施形態では、補償コイル910は、補償コイル910内を流れる電流に応答して第2のフ
ィールドを生成するように構成されてもよい。補償コイル910内を流れる電流は、電力ト
ランスミッタコイル710によって生成されたフィールドに応答して生成されてもよい。補
償コイル910内に電流を流して第2のフィールドを生成する場合がある電圧が、送電コイル
710によって生成された交番磁界に基づいて誘起されてもよい。第2のフィールドは、送電
コイル710に存在するかまたは送電コイル710の周囲の近くに存在する、送電コイル710に
よって生成されるフィールドの位相ずれ成分を低減させる(たとえば、部分的に打ち消す)
ように構成されるかまたは他の方法によって使用されてもよい。位相ずれ部分を低減させ
ることは、磁界の位相ずれ成分を小さくすることを含んでもよい。いくつかの態様では、
送電コイル710によって生成されるフィールドおよび補償フィールドによって生成される
第2のフィールドは磁界である。位相ずれ作用を低減させることの利点の1つの非限定的な
例は、少なくとも部分的に位相ずれ領域内に位置する電力レシーバ720などのPRUにおける
誘導電圧が低下し、それによってPRUに対応する電圧応力が弱くなり、PRUから見える誘導
電圧の全範囲が狭くなり、PRU設計のコストが簡略化されるかまたは削減されることであ
る。別の考えられる利益は、電力レシーバ720などのPRUにおける誘導電圧が上昇すること
であり、それによって、PRUに結合される電力を増大させることができる。これらの利点
によって、より大型のPRUをワイヤレス電力エコシステムに導入することができる。
【００６６】
　図10は、例示的な実施形態による、図7の送電コイル710を備える例示的なワイヤレス送
電システム1000の概略図である。図示のように、ワイヤレス送電システム1000は、遮蔽部
分1010によって少なくとも部分的に囲まれた送電コイル710を備える。上述のように、送
電コイル710は、図8のワイヤレス電力レシーバ720などのワイヤレス電力デバイスを充電
するためのフィールドを生成するように構成されてもよい。遮蔽部分1010は、送電コイル
710の周囲の少なくとも一部を囲んでもよく、送電コイル710の周囲におけるフィールドの
位相ずれ作用を軽減させるように構成されてもよい。いくつかの態様では、遮蔽部分1010
は、送電コイルの各部と重なり合ってもよく、送電コイル710によって形成された内側部
分内に存在してもまたはその内側部分の上方に存在してもよい。様々な実施形態では、送
電コイル710は、単ループコイルワイヤまたはアンテナであってもよい。いくつかの態様
では、遮蔽部分1010は金属またはフェライト材料を含む。様々な態様では、フィールドは
磁界を含む。
【００６７】
　送電コイル710の周囲におけるフィールドの位相ずれ作用を低減させることは、いくつ
かの態様では、図8のワイヤレス電力レシーバ720などのワイヤレス電力デバイスを送電コ
イル710の周囲におけるフィールドの位相ずれ作用から遮蔽することを含んでもよい。い
くつかの態様では、ワイヤレス電力デバイスをフィールドの位相ずれ作用から遮蔽するこ
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とは、送電コイル710の周囲における位相ずれ磁界を小さくすることを含んでもよい。
【００６８】
　一実施形態では、遮蔽部分1010は、送電コイル710の周囲を囲む連続するループの1つま
たは複数の部分を含む金属部分またはフェライト部分を備え、この1つまたは複数の部分
は、スペースまたはスリットによって分離される。他の実施態様では、遮蔽部分1010は、
送電コイルの周囲を囲む連続するループを形成する金属部分またはフェライト部分を備え
る。
【００６９】
　図11aは、例示的な実施形態による、送電コイル710aを備える例示的な検出システムま
たは軽減システム1100aの概略図を示す。図示のように、検出システムまたは軽減システ
ム1100aは、送電コイル710aと、送電コイル710aの外側に位置する複数のコイル1105、111
0、1115、および1120とを備える。図示のように、複数のコイル1105～1120の各々は、送
電コイル710aよりもサイズが小さい。しかし、他の実施形態では、複数のコイル1105～11
20の各々は、サイズが送電コイル710a以上である。送電コイル710aは、図7の送電コイル7
10に類似していてもよい。様々な態様では、送電コイル710aは、ワイヤレス電力デバイス
を充電するための一次フィールドを生成するように構成される。いくつかの態様では、複
数のコイル1105～1120は、送電コイル710aの周囲における一次フィールドの位相ずれ作用
を低減させるように構成される。
【００７０】
　一態様では、一次フィールドの位相ずれ作用を低減させることは、複数のコイル1105～
1120によって二次フィールドを生成することを含む。一実施形態では、一次フィールドの
位相ずれ作用を低減させることは、(たとえば、二次フィールドを生成することによって)
複数のコイル1105～1120のうちの少なくとも1つによってPRUなどのデバイスの存在を検出
したことに応答して行われてもよい。この実施形態では、デバイスの存在を検出すること
は、図4の存在検出器480などの構成要素から情報を収集することを含んでもよい。様々な
態様では、一次フィールドと二次フィールドの各々は磁界を含む。一実施形態では、この
二次フィールドは一次フィールドと同相であってもよい。一態様では、二次フィールドは
一次フィールドと大きさが異なる(たとえば、より低いかまたはより高い)。フィールドが
小さくなるにつれて位相ずれ成分に対向する/位相ずれ部分を打ち消す傾向がある。
【００７１】
　ユーザは、PRUなどのワイヤレスデバイスを充電する際、中央に位置する送電コイル710
aを備える充電パッドなどの電力トランスミッタユニット(PTU)の中心部(たとえば、概し
て送電コイル710aの中心の周りの領域に相当してもよい中心部)内にワイヤレスデバイス
を配置する傾向がある場合がある。しかし、上述のようなより大型のPRUは、中央に配置
されると適切に機能しない場合がある。たとえば、上記の説明と同様に、受電アンテナを
有するPRUを送電コイルの中央に配置することは、PTUによって生成される磁界の位相ずれ
部分内にPRUの一部(たとえば、PRUの本体またはPRU内の金属裏当て)を配置することを含
む場合がある。位相ずれ部分内に配置されるPRUの部分は著しく大きくなる場合があり、
それによって本明細書において説明する問題が深刻化することがある。
【００７２】
　一実施形態によれば、検出システムまたは軽減システム1100aは、図4のコントローラ41
5などのコントローラを備えてもよい。コントローラ415は、複数のコイル1105～1120のう
ちの少なくとも1つの上方にデバイスが存在することを検出するように構成されてもよい
。一実施形態では、デバイスが存在することの検出には、図4の存在検出器480を利用して
もよい。いくつかの態様では、検出されるデバイスは、大型の金属プレートまたは裏当て
を有するPRUであってもよい。これらの態様によれば、一次フィールドの位相ずれ作用を
低減させることは、デバイスの存在を検出することに基づいて送電コイル710aの中央領域
における一次フィールドを大きくすることを含んでもよい。送電コイルの中央領域におけ
る一次フィールドを大きくする方法は、様々な異なる方法において実施されてもよく、た
とえば、送電コイル710aの内側領域内に位置する1つまたは複数の追加の送電コイルを備
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えてもよい。一次フィールドを大きくする方法は、追加または代替として、送電コイル71
0aにおける電流を増大させることを含んでもよい。非限定的な一例では、この場合、ユー
ザがPRUをPTUの中央に配置し、PRUのより効率的な結合を実現することが可能になる場合
がある。
【００７３】
　図11bは、例示的な実施形態による、送電コイル710bを備える例示的な検出システムま
たは軽減システム1100bの概略図を示す。図示のように、検出システムまたは軽減システ
ム1100bは、送電コイル710bと、送電コイル710bの外側に位置する複数のコイル1125、113
0、および1135とを備える。送電コイル710bは、図7の送電コイル710または図11aの送電コ
イル710aに類似していてもよい。しかし、図示のように、送電コイル710bは、方形形状ま
たは矩形形状ではなく、円形形状のループコイルアンテナを備える。したがって、一実施
形態では、検出システムまたは軽減システム1100bは、4つのコイルではなく、送電コイル
710bの周りに概ね等しい間隔を置いて配置された3つのコイル1125～1135を含む。しかし
、当業者には、設計制約およびエンドユーザの要求などの他の要求に応じて、検出システ
ムまたは軽減システム1100aにおいて必要なコイルが3つだけである場合があることが諒解
されよう。当業者には、コイルの任意の数またはそのサイズが、これらの制約および要求
に基づいて異なってもよいことが了解されよう。さらに、当業者には、本明細書において
開示した様々な実施形態が、図11aについて上記で議論したものなどのように、ほとんど
またはまったく修正なしに他の送電コイル形状に同様に適用されてもよいことを了解され
たい。
【００７４】
　図11cは、例示的な実施形態による、受電ユニット720とともに使用される別の例示的な
検出システムまたは軽減システム1100cの概略図を示す。図7および図11aに関する上記の
説明と同様に、ユーザは、ワイヤレス電力レシーバ720を送電コイル710aの中央からずら
して配置してもよい。したがって、一実施形態では、検出システムまたは軽減システム11
00cは、複数のコイル1105～1120の各々のインピーダンスの変化を検出するように構成さ
れる場合がある図4のコントローラ415などのコントローラを備えてもよい。この検出は、
複数のコイル1105～1120のうちの少なくとも1つの上方にデバイスが存在することを検出
するために利用されてもよい。いくつかの態様では、検出されるデバイスは、大型の金属
プレートまたは裏当てを有するワイヤレス電力レシーバ720であってもよい。この実施形
態によれば、一次フィールドの位相ずれ作用を低減させることは、インピーダンスの変化
が検出される複数のコイル1105～1120の少なくとも一部によって二次フィールドを生成す
ることを含むことができる。たとえば、二次フィールドは、インピーダンスの変化が検出
された個々の複数のコイル1105～1120の各々においてのみ生成されてもよい。他の実施形
態では、複数のコイル1105～1120は常に二次フィールドを生成してもよく、いくつかの態
様では、検出システムまたは軽減システム1100cはコントローラを備えなくてもよい。他
の実施形態では、コントローラ(存在する場合)は、重なり合いを検出したコイルの数が限
られており、金属裏当てに対する逆位相結合を補償する必要性が低くなったことを示す場
合には、送電コイルの中央領域内の一次フィールドを大きくしなくてもよい。さらに、生
成された二次フィールドは、ワイヤレス電力レシーバ720にワイヤレス電力の少なくとも
一部を供給するのに使用されてもよい。
【００７５】
　図11dは、例示的な実施形態による、受電ユニットとともに使用される別の例示的な検
出システムまたは軽減システム1100dの概略図を示す。図示のように、検出システムまた
は軽減システム1100dは、中央に位置するワイヤレス電力レシーバ720を備える。したがっ
て、図11cの検出システムまたは軽減システム1100cと同様に、図示の複数のコイル1105～
1120のうちのすべての4つのコイルがコントローラによってアクティブ化されてもよい。
一態様では、複数のコイル1105～1120は、送電コイル710aの周囲における位相ずれフィー
ルドの作用を低減させ、さらにワイヤレス電力レシーバ720用のワイヤレス電力充電フィ
ールドを生成する二次フィールドを生成してもよい。他の実施形態では、コントローラ(
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存在する場合)は、顕著な数のコイルが重なり合いを検出し、金属裏当てに対する逆位相
結合を補償する必要性が高くなったことを示す場合には、送電コイルの中央領域内の一次
フィールドを大きくしてもよい。
【００７６】
　図11eは、例示的な実施形態による、送電コイルを備える例示的な検出システムまたは
軽減システム1100eの概略図を示す。図示のように、検出システムまたは軽減システム110
0eは、送電コイル710aと、送電コイル710aの外側に位置する複数のコイル1150～1163とを
備える。図示のように、複数のコイル1150～1163は送電コイル710aを実質的に囲む。当業
者には、設計制約およびエンドユーザの要求などの他の要求に応じて、上記よりも少ない
コイルまたは上記よりも多くのコイルが検出システムまたは軽減システム1100eにおいて
使用されてもよいことが諒解されよう。非限定的な例として、コイルに送電コイル710aの
周囲を囲ませる1つの利点は、送電コイル710aの位相ずれ部分を低減させることに加えて
、PRUに利用可能な電力充電フィールドが拡張されてもよいことである。
【００７７】
　図12は、例示的な実施形態による、ワイヤレス電力を供給する例示的な方法1200のフロ
ーチャートである。本明細書では、図1～図2に関して上記で説明したワイヤレス電力伝送
システム100、図4に関して上記で説明したトランスミッタ400、および図9に関して上記で
説明したワイヤレス送電システム900を参照しながら方法1200について説明するが、いく
つかの実施形態では、方法1200は、本明細書で説明する別のデバイス、または任意の他の
適切なデバイスによって実施されてもよい。いくつかの実施形態では、方法1200のブロッ
クは、たとえば、コントローラ415(図4参照)などのプロセッサまたはコントローラによっ
て実行されてもよい。本明細書では方法1200について特定の順序に従って説明するが、様
々な実施形態では、本明細書のブロックを異なる順序で実施するかまたは省略することが
でき、さらなるブロックが追加されてもよい。
【００７８】
　ブロック1205において、送電コイル(送電コイル710、710a、または710bなど)は、ワイ
ヤレス電力デバイスを充電するためのフィールドを生成する。ブロック1210において、補
償コイル(補償コイル910など)が、送電コイルの周囲におけるフィールドの位相ずれ作用
を補償コイルによって低減させる。補償コイルは、送電コイルの周囲の少なくとも一部を
囲む。いくつかの態様では、補償コイルは単ループのワイヤを備える。いくつかの態様で
は、送電コイルは、第1のx-y平面を画定し、補償コイルは、第2のx-y平面において第1のx
-y平面からずれる。いくつかの態様では、フィールドは磁界を含み、位相ずれ作用は逆位
相(または逆回復)フィールドである。
【００７９】
　一実施形態の一態様では、補償コイルは、補償コイル内を流れる電流に応答して第2の
フィールドを生成することができ、この電界は、送電コイルによって生成されたフィール
ドに応答して生成され、第2のフィールドは、送電コイルの周囲におけるフィールドの位
相ずれ作用を低減させるように設定される。
【００８０】
　いくつかの態様では、補償コイルは、共振周波数において共振してもよい。様々な態様
において、このことは、同調キャパシタを補償コイルに電気的に結合して共振回路を形成
することによって、部分的に実現されてもよい。いくつかの態様では、共振周波数は実質
的に6.78MHzである。追加または代替として、駆動回路が、信号を用いて共振周波数にお
いて補償コイルを動作可能に駆動してもよい。いくつかの態様において、このことは、補
償コイルを駆動回路に電気的に結合することによって、部分的に実現されてもよい。いく
つかの態様では、共振周波数は実質的に6.78MHzである。様々な実施形態では、方法1200
は、ワイヤレス電力デバイスの受電コイルにおける電圧を示す情報を判定することを含ん
でもよい。これらの実施形態によれば、駆動回路は、判定された情報に基づいて共振周波
数を生成してもよい。
【００８１】
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　図13は、例示的な実施形態による、ワイヤレス電力を供給する例示的な方法1300のフロ
ーチャートである。本明細書では、図1～図2に関して上記で説明したワイヤレス電力伝送
システム100、図4に関して上記で説明したトランスミッタ400、および図9に関して上記で
説明したワイヤレス送電システム900を参照しながら方法1300について説明するが、いく
つかの実施形態では、方法1300は、本明細書で説明する別のデバイス、または任意の他の
適切なデバイスによって実施されてもよい。いくつかの実施形態では、方法1300のブロッ
クは、たとえば、コントローラ415(図4参照)などのプロセッサまたはコントローラによっ
て実行されてもよい。本明細書では方法1300について特定の順序に従って説明するが、様
々な実施形態では、本明細書のブロックを異なる順序で実施するかまたは省略することが
でき、さらなるブロックを追加してもよい。
【００８２】
　ブロック1305において、第1のコイル(送電コイル710、710a、または710bなど)を利用し
てワイヤレス電力デバイスを充電するかまたはワイヤレス電力デバイスに電力を供給する
ための第1の交番磁界を生成する。第1のコイルは、少なくとも1つのループを有し、少な
くとも1つのループが、少なくとも1つのループの境界の内側に内側領域を形成し、少なく
とも1つのループの境界の外側に外側領域を形成し、第1の交番磁界は、第1の位相を有す
る第1の磁界成分を内側領域内に有し、第1の交番磁界はさらに、第2の位相を有する第2の
磁界成分を外側領域内に有し、第2の磁気位相が第1の磁気位相とは異なる、ステップを含
む。
【００８３】
　ブロック1310において、第2のコイル(補償コイル910など)を利用して第2の磁界成分を
小さくする。第2のコイルは、一部を外側領域内に含む。一実施形態では、第2の磁界成分
を小さくすることは、信号を用いて駆動回路によって第2のコイルを動作可能に駆動する
ことを含む。関係する実施形態では、駆動回路は、信号を用いて共振周波数において第2
のコイルを動作可能に駆動してもよい。一実施形態の一態様では、ワイヤレス電力デバイ
スの受電コイルにおける電圧を示す情報が判定されてもよい。判定された情報に基づいて
、駆動回路によって第2のコイルを動作可能に駆動するための信号が生成されてもよい。
いくつかの態様では、第2のコイルは単ループのワイヤを備える。いくつかの態様では、
第1のコイルは、第1のx-y平面を画定し、第2のコイルは、第2のx-y平面において第1のx-y
平面からずれる。様々な態様では、第2の磁界成分は逆位相(または逆回復)フィールドを
含む。
【００８４】
　一実施形態の一態様では、第1のコイルを備える第1の共振回路が、共振周波数において
共振してもよく、第2のコイルを備える第2の共振回路が、実質的に第1の共振回路の共振
周波数において共振してもよい。いくつかの態様では、共振周波数は実質的に6.78MHzで
ある。
【００８５】
　いくつかの態様では、第2のコイルは、第2の位相を有する第2の磁界成分を小さくする
ために第2の位相を有する第2の磁界成分に対向する第2の磁界を生成することができる。
様々な態様では、第2の交番磁界は、第2のコイル内を流れる電流に応答して生成され、電
流は、第2のコイル内で誘起された電圧に応答して流れ、電圧は、第1の交番磁界に基づい
て誘起される。
【００８６】
　一実施形態の一態様では、この方法は、外側領域に位置する複数のコイルによって第2
の磁界成分を小さくすることを含んでもよい。一実施形態では、複数のコイルは第2のコ
イルを備える。一実施形態では、この方法は、ワイヤレス電力デバイスと複数のコイルの
少なくとも一部の結合に基づいてワイヤレス電力デバイスの位置を判定することを含む。
この実施形態によれば、第2の磁界成分を小さくするように、判定された位置に部分的に
基づいて、複数のコイルのうちの1つまたは複数が選択的にアクティブ化されてもよい。
【００８７】
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　図14は、例示的な実施形態による、ワイヤレス電力を供給する例示的な方法1400のフロ
ーチャートである。本明細書では、図1～図2に関して上記で説明したワイヤレス電力伝送
システム100、図4に関して上記で説明したトランスミッタ400、および図10に関して上記
で説明したワイヤレス送電システム1000を参照しながら方法1400について説明するが、い
くつかの実施形態では、方法1400は、本明細書で説明する別のデバイス、または任意の他
の適切なデバイスによって実施されてもよい。いくつかの実施形態では、方法1400のブロ
ックは、たとえば、コントローラ415(図4参照)などのプロセッサまたはコントローラによ
って実行されてもよい。本明細書では方法1400について特定の順序に従って説明するが、
様々な実施形態では、本明細書のブロックを異なる順序で実施するかまたは省略すること
ができ、さらなるブロックが追加されてもよい。
【００８８】
　ブロック1405において、送電コイル(送電コイル710、710a、または710bなど)がワイヤ
レス電力デバイスを充電するかまたはワイヤレス電力デバイスに電力を供給するための第
1の交番磁界を生成する。送電コイルは、少なくとも1つのループを有し、少なくとも1つ
のループが、少なくとも1つのループの境界の内側に内側領域を形成し、少なくとも1つの
ループの境界の外側に外側領域を形成し、第1の交番磁界は、第1の位相を有する第1の磁
界成分を内側領域内に有し、第1の交番磁界はさらに、第2の位相を有する第2の磁界成分
を外側領域内に有し、第2の磁気位相は第1の磁気位相とは異なる。ブロック1410において
、金属部分またはフェライト部分(遮蔽部分1010など)がワイヤレス電力デバイスを第2の
磁界成分から遮蔽する。金属部分またはフェライト部分は、送電コイルの周囲の少なくと
も一部を囲む。いくつかの態様では、金属部分またはフェライト部分は、送電コイルの周
囲を囲む連続するループの1つまたは複数の部分を備え、この1つまたは複数の部分は、ス
ペースによって分離される。他の態様では、金属部分またはフェライト部分は、送電コイ
ルの周囲を囲む連続するループを形成する。
【００８９】
　様々な態様では、第2の磁界成分は逆位相(または逆回復)フィールドを含む。いくつか
の態様では、ワイヤレス電力レシーバデバイスを第2の磁界成分から遮蔽することは、第2
の磁界成分を小さくすることを含む。
【００９０】
　図15は、例示的な実施形態による、ワイヤレス電力を供給する例示的な方法1500のフロ
ーチャートである。本明細書では、図1および図2に関して上記で説明したワイヤレス電力
伝送システム100、図4に関して上記で説明したトランスミッタ400、および図11a～図11e
に関して上記で説明したワイヤレス送電システム1100a～1100eを参照しながら方法1500に
ついて説明するが、いくつかの実施形態では、方法1500は、本明細書で説明する別のデバ
イス、または任意の他の適切なデバイスによって実施されてもよい。いくつかの実施形態
では、方法1500のブロックは、たとえば、コントローラ415または存在検出器480(図4参照
)などのプロセッサ、コントローラ、または検出器によって実行されてもよい。本明細書
では方法1500について特定の順序に従って説明するが、様々な実施形態では、本明細書の
ブロックを異なる順序で実施するかまたは省略することができ、さらなるブロックが追加
されてもよい。
【００９１】
　ブロック1505において、送電コイル(送電コイル710、710a、または710bなど)がワイヤ
レス電力デバイスを充電するかまたはワイヤレス電力デバイスに電力を供給するための第
1の交番磁界を生成する。送電コイルは、少なくとも1つのループを有し、少なくとも1つ
のループが、少なくとも1つのループの境界の内側に内側領域を形成し、少なくとも1つの
ループの境界の外側に外側領域を形成し、第1の交番磁界は、第1の位相を有する第1の磁
界成分を内側領域内に有し、第1の交番磁界はさらに、第2の位相を有する第2の磁界成分
を外側領域内に有し、第2の磁気位相は第1の磁気位相とは異なる。ブロック1510において
、送電コイルの外側に位置する複数のコイル(コイル910など)は、第2の磁界成分を小さく
する。いくつかの態様では、第2の磁界成分を小さくすることは、複数のコイルによって
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第2の交番磁界を生成することを含む。いくつかの態様では、第2の交番磁界は第1の交番
磁界と同相である。いくつかの態様では、第2の交番磁界は第1の交番磁界よりも小さい。
いくつかの態様では、複数のコイルの各々は、送電コイルよりもサイズが小さい。いくつ
かの態様では、複数のコイルは、送電コイルの周囲を実質的に囲む。様々な態様では、第
2の磁界成分は逆位相(または逆回復)フィールドを含む。
【００９２】
　一実施形態の一態様では、方法1500は、複数のコイルのうちの少なくとも1つの上方に
デバイスが存在することを検出することを含んでもよく、第2の磁界成分を小さくするこ
とは、デバイスの存在の検出に基づいて(たとえば、送電コイルの中央領域において)第1
の磁界成分を大きくすることを含んでもよい。追加または代替として、いくつかの態様で
は、方法1500は、複数のコイルの各々のインピーダンスの変化を検出することを含んでも
よく、第2の磁界成分を小さくすることは、インピーダンスの変化が検出された複数のコ
イルの少なくとも一部によって第2の交番磁界を生成することを含んでもよい。
【００９３】
　上記で説明した方法の様々な動作は、様々なハードウェアおよび/またはソフトウェア
構成要素、回路、ならびに/あるいはモジュールなどの、動作を実行することが可能な任
意の適切な手段によって実行されてもよい。概して、図に示される任意の動作は、動作を
実行することが可能な対応する機能的手段によって実行されてもよい。たとえば、様々な
態様において、ワイヤレス電力デバイスを充電するためのフィールド(たとえば、一次フ
ィールド)を生成するための手段には、本明細書において説明するように、送電アンテナ4
04または送電コイル710、710a、または710bのうちのいずれか、あるいはそれらの機能的
等価物などの送電コイルを含めてもよい。様々な態様において、(たとえば、ワイヤレス
電力デバイスを充電するためのフィールドの)位相ずれ作用を低減させる手段には、本明
細書において説明するように、補償コイル910、遮蔽部分1010、または複数のコイル1105
～1120、1125～1135、もしくは1150～1163のうちのいずれか、あるいはそれらの機能的等
価物を含めてもよい。様々な実施形態において、第2のフィールドを生成するための手段
には、補償コイル910または複数のコイル1105～1120、1125～1135、もしくは1150～1163
のうちのいずれか、あるいはそれらの機能的等価物を含めることができる。一実施形態に
おいて、共振するための手段には、同調キャパシタ920、同調キャパシタ920と補償コイル
910とを備える共振回路、駆動回路414、ドライバ回路414と補償コイル910とを備える共振
回路、またはそれらの機能的等価物を含めてもよい。
【００９４】
　いくつかの態様において、動作可能に駆動するための手段には、ドライバ回路414、ド
ライバ回路414と補償コイル910とを備える共振回路、またはそれらの機能的等価物を含め
てもよい。一態様において、電圧を示す情報を判定するための手段には、コントローラ41
5、存在検出器480、密閉型検出器460、送電アンテナ404、それらの機能的等価物、または
それらの何らかの組合せを含めてもよい。一実施形態において、判定された情報に基づい
て共振周波数を生成するための手段には、コントローラ415、補償コイル910、同調キャパ
シタ920、送電アンテナ404、送電コイル710、710a、もしくは710b、またはそれらの機能
的等価物、あるいはそれらの何らかの組合せを含めてもよい。いくつかの態様において、
デバイスが存在することを検出するための手段には、コントローラ415、存在検出器480、
密閉型検出器460、送電アンテナ404、それらの機能的等価物、またはそれらの組合せを含
めてもよい。一実施形態において、一次フィールドを大きくするための手段には、送電ア
ンテナ404、送電コイル710、710a、もしくは710b、送電コイル710、710a、もしくは710b
のうちの1つの充電領域内(たとえば、送電コイルの内側部分内)に配置された追加のコイ
ル(たとえば、送電コイル)、またはそれらの機能的等価物、あるいはそれらの何らかの組
合せを含めてもよい。いくつかの態様において、インピーダンスの変化を検出するための
手段には、コントローラ415、存在検出器480、密閉型検出器460、送電アンテナ404、それ
らの機能的等価物、またはそれらの組合せを含めてもよい。様々な実施形態において、第
2のフィールドを生成するための手段には、コントローラ415、複数のコイル1105～1120、
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1125～1135、または1150～1163のうちのいずれか、それらの機能的等価物、あるいはそれ
らの何らかの組合せを含めてもよい。
【００９５】
　様々な異なる技術および技法のうちのいずれかを使用して、情報および信号を表すこと
ができる。たとえば、上記の説明全体にわたって参照することができるデータ、命令、コ
マンド、情報、信号、ビット、シンボル、およびチップは、電圧、電流、電磁波、磁場も
しくは磁性粒子、光場もしくは光学粒子、またはそれらの任意の組合せによって表すこと
ができる。
【００９６】
　本明細書で開示する実施形態に関して説明した様々な例示的な論理ブロック、モジュー
ル、回路、およびアルゴリズムステップは、電子ハードウェア、コンピュータソフトウェ
ア、またはその両方の組合せとして実装することができる。ハードウェアおよびソフトウ
ェアのこの互換性を明確に示すために、様々な例示的な構成要素、ブロック、モジュール
、回路、およびステップについて、概してそれらの機能に関して上記で説明した。そのよ
うな機能がハードウェアとして実装されるか、またはソフトウェアとして実装されるかは
、特定の用途および全体的なシステムに課される設計制約によって決まる。説明した機能
は特定の適用例ごとに様々な方法で実装することができるが、そのような実装決定は、本
発明の実施形態の範囲からの逸脱を引き起こすものと解釈されるべきではない。
【００９７】
　本明細書で開示する実施形態に関して説明した様々な例示的なブロック、モジュール、
および回路は、汎用プロセッサ、デジタル信号プロセッサ(DSP)、特定用途向け集積回路(
ASIC)、フィールドプログラマブルゲートアレイ(FPGA)もしくは他のプログラマブル論理
デバイス、個別ゲートもしくはトランジスタ論理、個別ハードウェア構成要素、または本
明細書で説明した機能を実行するように設計されたそれらの任意の組合せによって実装ま
たは実行することができる。汎用プロセッサはマイクロプロセッサであってもよいが、代
替として、プロセッサは、任意の従来のプロセッサ、コントローラ、マイクロコントロー
ラ、またはステートマシンであってもよい。プロセッサはまた、コンピューティングデバ
イスの組合せ、たとえば、DSPとマイクロプロセッサとの組合せ、複数のマイクロプロセ
ッサ、DSPコアと連携する1つもしくは複数のマイクロプロセッサ、または任意の他のその
ような構成として実装することができる。
【００９８】
　本明細書で開示する実施形態に関して説明した方法またはアルゴリズムおよび機能のス
テップは、直接ハードウェアとして具現化されてもよく、プロセッサによって実行される
ソフトウェアモジュールとして具現化されてもよく、あるいはその2つの組合せとして具
現化されてもよい。ソフトウェアとして実装される場合、機能は、1つまたは複数の命令
またはコードとして有形の非一時的コンピュータ可読媒体上に記憶するか、あるいは有形
の非一時的コンピュータ可読媒体によって送信することができる。ソフトウェアモジュー
ルは、ランダムアクセスメモリ(RAM)、フラッシュメモリ、読取り専用メモリ(ROM)、電気
的プログラマブルROM(EPROM)、電気的消去可能プログラマブルROM(EEPROM)、レジスタ、
ハードディスク、リムーバブルディスク、CD ROM、または、当技術分野で知られている任
意の他の形態の記憶媒体の中に存在することができる。記憶媒体は、プロセッサが記憶媒
体から情報を読み取り、かつ記憶媒体に情報を書き込むことができるように、プロセッサ
に結合される。代替として、記憶媒体はプロセッサと一体であってもよい。本明細書で使
用するディスク(disk)およびディスク(disc)は、コンパクトディスク(CD)、レーザーディ
スク(登録商標)、光ディスク、デジタル多用途ディスク(DVD)、フロッピーディスクおよ
びブルーレイディスクを含み、ディスク(disk)は通常、データを磁気的に再生し、ディス
ク(disc)は、レーザーを用いてデータを光学的に再生する。上記の組合せも、コンピュー
タ可読媒体の範囲内に同じく含まれるものとする。プロセッサおよび記憶媒体は、ASICの
中に存在することができる。
【００９９】
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　本明細書では、本開示を要約するために、本発明のいくつかの態様、利点、および新規
の特徴について説明した。すべてのそのような利点が、本発明の任意の特定の実施形態に
従って実現することができるとは限らないことを理解されたい。したがって、本発明は、
本明細書で教示または示唆することができる他の利点を必ずしも実現することなく、本明
細書で教示されるような1つの利点または利点のグループを実現または最適化するように
具現化または実行することができる。
【０１００】
　上記で説明した実施形態の様々な修正が容易に明らかになり、本明細書で定義される一
般原理は、本発明の趣旨または範囲を逸脱することなく他の実施形態に適用することがで
きる。したがって、本発明は、本明細書に示される実施形態に限定されることを意図して
おらず、本明細書に開示する原理および新規の特徴と一致する最も広い範囲を与えられる
ものとする。
【符号の説明】
【０１０１】
　　100　ワイヤレス電力伝達システム
　　104　トランスミッタ
　　105　ワイヤレスフィールド
　　108　レシーバ
　　110　出力電力
　　112　距離
　　114　送電コイル
　　118　受電コイル
　　200　ワイヤレス電力伝達システム
　　204　トランスミッタ
　　205　ワイヤレスフィールド
　　206　送電回路
　　208　レシーバ
　　210　受電回路
　　214　送電アンテナ
　　218　受電アンテナ
　　219　通信チャネル
　　222　発振器
　　223　周波数制御信号
　　224　ドライバ回路
　　226　整合回路
　　232　整合回路
　　234　整流器回路
　　236　バッテリー
　　350　受電回路
　　352　ループアンテナ
　　354　キャパシタ
　　356　キャパシタ
　　358　信号
　　400　トランスミッタ
　　402　送電回路
　　404　送電アンテナ
　　412　発振器
　　414　ドライバ回路
　　415　コントローラ
　　416　低域フィルタ
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　　418　整合回路
　　420　メモリ
　　460　密閉型検出器
　　480　存在検出器
　　500　レシーバ
　　502　受電回路
　　504　受電アンテナ
　　506　電力変換回路
　　516　プロセッサシグナリングコントローラ
　　550　負荷
　　600　送電回路
　　602　入力信号
　　614　コイル
　　620　キャパシタンス
　　622　入力信号
　　624　ドライバ回路
　　626　フィルタ回路
　　650　送電回路
　　700　磁界
　　710　送電コイル
　　710a　送電コイル
　　710b　送電コイル
　　720　ワイヤレス電力レシーバ
　　725　受電アンテナ
　　735　金属裏当て
　　750　直線部分
　　752a　領域
　　900　ワイヤレス送電システム
　　910　補償コイル
　　920　同調キャパシタ
　　1000　ワイヤレス送電システム
　　1100a　軽減システム
　　1100b　軽減システム
　　1100c　軽減システム
　　1100d　軽減システム
　　1100e　軽減システム
　　1105　コイル
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